
公益法人 特定非営利活動法人
（ＮＰＯ法人）

民法 特定非営利活動促進法 有限会社法 商法

社団法人・財団法人(34ノ
2)

特定非営利活動法人(4)
（ＮＰＯ法人）

有限責任中間法人(8) 無限責任中間法人(8) 有限会社(3) 株式会社(17、18）

祭祀、宗教、慈善、学術、
技芸その他公益に関する
社団又は財団にして営利
を目的とせざるもの（34）

特定非営利活動を行うことを主たる
目的とし、営利を目的とせず、その
他必要な要件を満たすもの（2）

商行為その他の営利行為を為す
ことを業とすることを目的とする社
団（1）

・商行為を為すことを業とする目的をもって設立した社団（52Ⅰ）
・（商行為を為すことを業としないが）営利を目的とする社団（52Ⅱ）

「公益ニ関スル」事業を行
うが(34)、行いうる事業を
具体的に制限する規定は
ない。
※指導監督基準
　・公益事業の推進に資
するもので、公益事業費
を賄うのに必要な程度の
規模、公益法人としての
社会的信用を傷つけない
ものにつき実施可能（2
（6））

・特定非営利活動を行うことを主たる
目的とするが、特定非営利活動に係
る事業に支障がない限り、その収益
を当該事業に充てるための当該特
定非営利活動に係る事業以外の事
業を行うことができる（5Ⅰ）
・以下の活動は制限される（12Ⅱ②、
2Ⅱ②、42）。
ｲ)　宗教の教義を広め、儀式行事を
行い、及び信者を教化育成すること
を主たる目的とするもの。
ﾛ)　政治上の主義を推進、支持、反
対することを主たる目的とするもの。
ﾊ)　特定の公職の候補者等を支持、
反対すること等を目的とするもの。

商行為その他の営利事業を行う
が、行いうる事業を具体的に制限
する規定はない。

商行為又は営利事業を行うが、行いうる事業を具体的に制限する規
定はない。

設立主義 許可主義（34） 認証主義（10Ⅰ） 準則主義 準則主義 準則主義 準則主義

設立手続
の概要

・定款、寄附行為の作成
（37、39）
・主務官庁の許可（34）
・設立登記（４5）

・定款等法定書類の作成（10Ⅰ、
11Ⅰ）
・所轄庁に対する認証の申請（10Ⅰ)
・申請に係る公告、縦覧(10Ⅱ)
・所轄庁による設立の認証（10Ⅰ、１
２）
・設立登記（7、13、組合等登記令
3Ⅰ）

・定款の作成・署名（10ⅠⅡ）
・公証人の認証（10Ⅲ、商167）
・理事及び監事の選任(13Ⅰ)
・基金の募集等(14～16)
・現物拠出等の調査(17)
・設立手続の調査(18)
・設立登記（6、19）

・定款の作成・署名（93）
・設立登記(6、94)

・定款の作成・署名（5Ⅰ、6Ⅱ）
・公証人の認証（5Ⅱ、商167）
・取締役の選任(11)
・出資の履行等(12)
・現物出資等の調査(12ノ2)
・設立手続の調査(12ノ3、商173ﾉ
2）
・設立登記（4、13、商57）

・定款の作成・署名（165、166ⅠⅡ）
・公証人の認証（167）
・株式の引受と出資の履行(169、170、172)
・取締役・監査役の選任(170Ⅰ)
・現物出資等の調査(173)
・設立手続の調査(173ノ2)
・設立登記（57、188）
※以上は発起設立の場合である。募集設立の場合には、株主の募集
等(174～176）や創立総会等(180)の手続が加わる。

設立無効
等の訴え

規定なし 規定なし 規定あり（22） 規定あり（95） 規定あり（75Ⅰ、商428） 規定あり（428）

最低人数 ・規定なし（2人以上） ・10人以上（12Ⅰ④） ・2人以上（10Ⅰ） ・2人以上（93Ⅰ） ・規定なし（１人以上、上限は50人
以下（8Ⅰ））

・規定なし（１人以上）

地位等 ・出資義務・持分　なし
・地位の譲渡性　なし
・社員たる資格の得喪に
関する規定　定款による
(37)

・出資義務・持分　なし
・地位の譲渡性　なし
・社員の資格の得喪に関する事項
定款による（11）

・出資義務・持分　なし
・地位の譲渡性　なし
・社員たる資格の得喪に関する規定
定款による（10Ⅱ④）
･退社に関する規律　あり（24～26)

・出資義務・持分　なし
・地位の譲渡性　なし
・社員たる資格　法人は不可(96)
･退社に関する規律　あり（98～
100)

・出資義務・持分　あり(12、18)
・地位の譲渡性　あり(19)
・社員の変動　資本の増加（49～
57）、持分の譲渡（19）、消却（24、
商213）

・出資義務・持分　あり(169、170、177、425)
・地位の譲渡性　あり（204）
・社員の変動　新株発行（280ノ２～）、譲渡（204）、株式の消却（212、
213）等

責任 有限責任 有限責任 有限責任 無限責任（97） 有限責任（17） 有限責任（200）

設立時の
払込額規
制

規定なし
※指導監督基準上は、公
益法人は、設立目的の達
成等のため、健全な事業
活動を継続するに必要な
確固とした財政的基礎を
有することとされている
（5）

規定なし ３００万円（最低基金）（12） 規定なし ３００万円（最低資本金）（9） 1,000万円（最低資本金）（168ノ4）

成立後の
資産保有
規制

規定なし
※指導監督基準上の規
制あり（同上）

規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし

位置付け 最高意思決定機関（63） 最高意思決定機関（30、民63） 基本的意思決定機関（28） 最高意思決定機関 基本的意思決定機関（230ノ10）

表決権
定時総会
召集権者
議事録等

・表決権　各社員に平等
（定款に別段の定めがあ
る場合を除く）（65ⅠⅢ）
・通常総会　少なくとも年
に1回開催（60）
・招集権者　理事（60、61）
・招集手続　少なくとも５日
前に会議の目的の事項を
示し、定款に定めた方法
に従って行う（62）

・表決権　各社員に平等（定款に別
段の定めがある場合を除く）（30、民
65）
・通常総会　少なくとも年に1回開催
（30、民60）
・招集権者　理事（30、民60、61）
・招集手続　少なくとも５日前に会議
の目的の事項を示し、定款に定めた
方法に従って行う（30、民62）

・議決権　社員は各１個（定款で別段
の定め可）（33）
・定時社員総会　毎年１回一定の時
期に行う（29Ⅲ）
・招集権者　原則として理事（29Ⅰ）
・招集手続　原則として社員総会の
日から１週間前までに招集通知を発
する（31）
・議事録作成義務、議長・出席理事
の署名義務　有り（35）

・議決権　出資１口につき１個（定
款で別段の定め可）（39）
・定時総会　毎年１回一定の時期
に行う（41、商234）
・招集権者　原則として取締役
（35）
・招集手続　原則として会日の１
週間前に招集通知を発する（36）
・議事録作成義務、議長・出席取
締役の署名義務　あり（41、商
244）

・議決権　１株につき１個（241Ⅰ）
・定時総会　毎年１回一定の時期に行う（234）
・招集権者　取締役会がした決定(231)に基づき代表取締役が招集手
続を行う（26１）
・招集手続　原則として会日の２週間前に招集通知を発する（232）
・議事録作成義務、議長・出席取締役の署名義務　あり（244）

人数
任期
選解任
欠格事由
法人との
関係等

・人数　1人又は数人
（52Ⅰ）
・任期　規定なし
※指導監督基準上は原
則として2年（4（１）③）
・理事の任免方法　定款
に記載（37⑤）
※指導監督基準上は社
団法人の理事は社員総
会、財団法人の理事は原
則として評議員会で定め
る（4（1）②）
・欠格事由　規定あり（民
法施行法27）

・人数　3人以上（15）
・任期　2年以内、ただし再任可（24）
・理事の任免方法　定款に記載
（11Ⅰ⑥）
・欠格事由　規定あり（20）
・各役員につきその配偶者又は三親
等内の親族が1人以内かつ当該役
員並びにその配偶者及び三親等内
の親族が役員総数の3分の1以下
（21）

・人数　1人又は数人（39）
・任期　原則2年（41Ⅰ）
・理事の選解任　社員総会の決議
（40、42）
・欠格事由　規定あり（50Ⅱ、商254ノ
2）
・理事と法人の関係　委任（43Ⅰ）

理事制度なし（社員が業務を執行
（102Ⅰ））

・人数　１人又は数人（25）
・任期　規定なし
・取締役の選解任　選任は定款
又は社員総会の決議（32、商
254Ⅰ）、解任は総会の決議によ
る（32、商257Ⅰ）
・欠格事由　規定あり（32、商254
ノ2）
・取締役と会社の関係　委任
（32、商254Ⅲ）

・人数　3人以上（255）
・任期　原則2年以内（256）
・取締役の選解任　株主総会（254Ⅰ、257）
・欠格事由　規定あり（254ノ2）
・取締役と会社の関係　委任（254Ⅲ）

権限 ・理事が事務執行(52)、代
表（53）
･理事の代理権に加えら
れた制限は善意の第三者
に対抗することができない
（54）

・理事が業務執行(17)､代表(16)
･理事の代理権に加えられた制限は
善意の第三者に対抗することができ
ない（30、民54）

・理事が業務執行（44）、代表(45Ⅰ)
・理事が数人あるときは、原則として
各自代表。ただし、定款、定款の規
定に基づく理事の互選、社員総会の
決議による代表すべき者の定め可
(45Ⅱ)
・理事の代表権に加えられた制限は
善意の第三者に対抗することができ
ない(45Ⅴ)

・取締役が業務執行（26）､代表
(27Ⅰ)
・取締役が数人あるときは、原則
として各自代表(27Ⅱ)。ただし、定
款若しくは社員総会の決議又は
定款の規定に基づき取締役の互
選により代表すべき取締役の定
め可（27Ⅲ）

・代表取締役､業務担当取締役が業務執行（260Ⅲ）､代表取締役が代
表(261)

責任 規定なし 規定なし ・法人に対する責任（47)
・第三者に対する責任(48）

・会社に対する責任（30ノ2）
・第三者に対する責任（30ノ3）

・会社に対する責任（266）
・第三者に対する責任（266ノ3）

取引制限 ・法人と理事との利益相反
取引に関しては理事は代
理権を有せず、特別代理
人を選任する必要がある
（57）

・法人と理事との利益相反取引に関
しては理事は代理権を有せず、特別
代理人を選任する必要がある（30、
民57）

・法人と理事との利益相反取引をす
るには社員総会の承認を得なけれ
ばならない（46）

・会社と取締役との利益相反取引
をするには社員総会の承認を得
なければならない（30）

・会社と取締役との利益相反取引をするには取締役会の承認を得な
ければならない（265）

理事会等 規定なし
※指導監督基準上理事
多数の意思適正に反映さ
れるようにすることとされ
ている（４(1)⑦）
※指導監督基準：
・理事のうち、同一の親
族､特定の企業の関係
者、所管官庁の出身者は
3分の1以下（4（1）⑤）
・同一業界の関係者は2
分の1以下（4（1）⑤）

規定なし 規定なし 規定なし 取締役会に関する規定あり(260）

事業

社員に共通する利益を図ることを目的とし、かつ、剰余金を社員に分配
することを目的としない社団（2①）

格別の制限はなく、公益的事業や収益事業を行うことは妨げられない。
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公益法人 特定非営利活動法人
（ＮＰＯ法人）

民法 特定非営利活動促進法 有限会社法 商法

社団法人・財団法人(34ノ
2)

特定非営利活動法人(4)
（ＮＰＯ法人）

有限責任中間法人(8) 無限責任中間法人(8) 有限会社(3) 株式会社(17、18）

類型

名称・商号

各法人制度対比表

根拠法

中間法人

中間法人法

営利法人

人数
任期
選解任
欠格事由
法人との
関係等

・人数　1人又は数人（任
意）（58）
※指導監督基準：
・必置（4（2）①）
・任期は原則として2年（4
（2）③、４(1)③）
・原則として社団法人は
社員総会、財団法人は評
議員会で選任すること
（4(2)③、4（1）②）
・欠格事由　規定あり（民
法施行法27）

・人数　1人以上（必置）（15）
・任期　2年以内、再任可（24）
・監事の選解任　定款記載事項
（11Ⅰ⑥）
・欠格事由　規定あり（20）

・人数　1人又は数人（必置）（51）
・任期　原則､就任後4年以内に終了
する事業年度のうち最終のものに関
する定時社員総会の終結のときまで
（53）
・監事の選解任　社員総会の決議
（52Ⅰ、58Ⅰ、42）
・法人と監事の関係　委任（54Ⅰ）
・欠格事由　規定あり（58Ⅰ、商254ノ
2）

・監事制度なし（個々の社員が事
業の遂行状況、業務及び財産の
状況を調査（105））

・人数　１人又は数人（任意）
（33Ⅰ）
・監査役の選解任　社員総会の
決議（34、商254Ⅰ）
・会社と監査役の関係　委任
（34、商254Ⅲ）
・欠格事由　規定あり（34、商254
ノ2）

・人数　規定なし（必置）。なお、大会社（商法特例法1ノ2Ⅰ）では、3人
以上（商法特例法18Ⅰ）
・任期　原則､就任後4年内の最終の決算期に関する定時総会の終結
のときまで（273）
・監査役の選解任　株主総会の決議（280、254Ⅰ、257）
・会社と監査役の関係　委任（280、254Ⅲ）
・欠格事由　規定あり（280、254ノ2）

権限等 ・財産状況監査、業務監
査（59①②）
・社員総会又は主務官庁
報告義務（59③）
・社員総会招集権（59④）

・業務監査、財産状況監査（18①②）
・社員総会又は所轄庁報告義務
（18③）
・社員総会招集権（18④）
・理事に対する意見陳述権（18⑤）

・業務監査（55Ⅰ）、会計監査（55Ⅲ）
・（事業の遂行の状況に関する）報告
徴収・業務財産調査権（55Ⅱ）
・社員総会提出議案等に対する調査
義務及び社員総会報告義務（55Ⅲ）
・社員総会招集権（55Ⅴ）
・差止請求権（55Ⅵ）
・監査報告書作成義務（60Ⅲ）

・会計監査（33ノ2Ⅰ）
・（会計に関する）報告徴収・業務
財産調査権（33ノ2Ⅱ、Ⅲ）
・社員総会提出議案（会計に関す
るもの）等に対する調査義務及び
社員総会報告義務（33ﾉ2Ⅰ）
・監査報告書作成義務（43Ⅲ）

・業務監査（274Ⅰ）、会計監査（275）
・（営業に関する）報告徴収・業務財産調査権（274Ⅱ）
・株主総会提出議案等に対する調査義務及び株主総会報告義務
（275）
・差止請求権（275ノ2）
・監査報告書作成義務（281ﾉ3）
・取締役会出席義務、取締役会報告義務、取締役会招集請求権（260
ﾉ3）

責任 規定なし 規定なし ・法人に対する責任（56）
・第三者に対する責任（57）

・会社に対する責任（34、商277）
・第三者に対する責任（34、30ノ
3）

・会社に対する責任(277）
・第三者に対する責任(280Ⅰ、266ノ3Ⅰ）

監事兼職
禁止規定

規定なし
※指導監督基準上は理
事との兼職禁止（4（2）②）

理事又は特定非営利活動法人の職
員との兼職禁止（19）

理事又は有限責任中間法人の使用
人との兼職禁止（52Ⅱ）

会社若しくは子会社の取締役若
しくは支配人その他の使用人又
は子会社の執行役との兼職禁止
（34、商276）

・会社若しくは子会社の取締役若しくは支配人その他の使用人又は子
会社の執行役との兼職禁止（276）
・大会社にあっては、連結子会社の取締役、執行役又は支配人その
他使用人との兼職禁止（商法特例法18Ⅳ）
・大会社における監査役（3人以上）のうち１人以上は就任前５年間会
社又はその子会社の取締役、執行役又は支配人その他の使用人と
なったことがない者（商法特例法18Ⅰ）

規定なし 規定なし ・規定あり
社員は法人に対し、書面によって理
事及び監事の責任を追求する訴え
の請求ができる（49、58Ⅲ）

規定なし ・規定あり
社員は会社に対し書面によって
取締役及び監査役の責任を追及
する訴えの請求ができる（31、
34Ⅰ）

・規定あり
6ヶ月前より株式を所有する株主は会社に対書面によって取締役及び
監査役の責任を追及する訴えの請求ができる（267、280Ⅰ）

規定なし
※指導監督基準上原則と
して公益法人会計基準に
従い、適切な会計処理を
行うこととされている（５
（1））

特定非営利活動促進法の規定によ
る（27）

商法の規定による（商32） 商法の規定による（32）

解散事由
等

・解散事由（68）
①定款または寄附行為に
定める事由
②法人の目的たる事業の
成功または成功不能
③破産
④設立許可の取り消し
（社団法人のみ）
⑤総会の決議
⑥社員の欠亡

・解散事由（31Ⅰ）
①社員総会の決議
②定款で定めた解散事由の発生
③目的とする特定非営利活動に係
る事業の成功の不能
④社員の欠亡
⑤合併
⑥破産
⑦設立認証の取り消し

・解散事由（81Ⅰ）
①定款に定めた事由の発生
②社員総会の決議
③合併
④社員が一人になったこと
⑤破産
⑥解散を命ずる裁判

・解散事由（108）
①定款に定めた事由の発生
②総社員の同意
③合併
④社員が一人となったこと
⑤破産
⑥解散を命ずる裁判

・解散事由（69）
①定款に定めた事由
②社員総会の決議
③会社の合併
④会社の破産
⑤解散を命ずる裁判

・解散事由（404）
①定款に定めた事由
②会社の合併
③会社の破産
④解散を命ずる裁判
⑤株主総会の決議

休眠法人
に関する
規定

規定あり（71） 規定あり（43Ⅰ） 規定あり（84、商406ﾉ3） 規定なし 規定なし 規定あり（406ノ3）

解散法人
の残余財
産分配

①定款又は寄附行為で指
定した者に帰属（72Ⅰ）
②理事は主務官庁の許可
を得て当該法人の目的に
類似の目的のために処分
（72Ⅱ）
③国庫に帰属（72Ⅲ）

①定款で定めた者に帰属（32Ⅰ）。
ただし、この定めは、国、地方公共
団体等一定の者のうちから選定され
るようにしなければならない(11Ⅲ)。
②清算人は所轄庁の認証を得て国
又は地方公共団体に譲渡可能
（32Ⅱ）
③国庫に帰属（32Ⅲ）

①定款で定めた者に帰属（86Ⅰ）
②社員総会の決議により定めた者
に帰属（86Ⅱ）
③国庫に帰属（86Ⅲ）

①定款の定めた者に帰属
（113Ⅰ）
②総社員の同意により定めた者
に帰属（113Ⅱ）
③国庫に帰属（113Ⅲ）

出資の口数に応じて社員に分配
しなければならない（73）

株式数に応じて株主に分配しなければならない（425）

規定なし 合併の規定あり（33～39） ・合併の規定あり（59～63）
・組織変更の規定あり（64～68）
株式会社→有限会社
有限会社→株式会社

・合併の規定あり（56､408～416）
・組織変更の規定あり（有64～68）
株式会社→有限会社
有限会社→株式会社

外部監査 規定なし
※H13.2.9「公益法人の指
導監督体制の充実等に
ついて」3(2)：
　一定規模（資産額100億
円以上若しくは負債額50
億円以上又は収支決算
額10億円以上）以上の公
益法人に対し、各府省よ
り要請することとされてい
る。

規定なし 規定なし ・大会社は、会計監査人による監査を受けなければならない（商法特
例法2Ⅰ）
・大会社以外であっても、商法特例法2Ⅱに従い定款をもって、同法第
２章第２節の規定の適用を受ける旨を定めた場合には、会計監査人
による監査を受けなければならない（同法2Ⅱ）

監督規定 主務官庁による監督上必
要な命令（67）

所轄庁による改善命令（42）所轄庁
による報告徴収(41)（相当な理由等
がある場合）

規定なし 規定なし

設立許可
取消等

主務官庁による設立許可
取消し（71）

所轄庁による設立認証の取消し
（43Ⅰ､Ⅱ）

裁判所の解散命令（4、商58） 裁判所の解散命令（58）

26,043法人
・社団法人 12,872法人
・財団法人 13,171法人
（平成14年10月１日現在）

13,777法人
（平成15年10月末日現在）

452法人
（平成15年９月末日現在）

105法人
（平成15年９月末日現在）

1,837,882法人
（平成15年９月末日現在）

1,138,748法人
（平成15年９月末日現在）

規定なし

合併・組織変
更に関する規
定

解

散

監

事

制

度

そ

の

他

法人数

代表訴訟

会計原則

合併の規定あり（122～149）

①定款
②役員名簿
③社員のうち１０名以上の名簿
を作成（10Ⅰ、28Ⅰ）
・上記②、③について主たる事務所
に備置（28Ⅰ）
・①～③及び認証・登記に関する書
類の写しについて、
(ⅰ)社員その他の利害関係人に対し
閲覧（28Ⅱ）
(ⅱ)年に１回（①及び認証・登記に関
する書類の写しにあっては変更が
あった場合）所轄庁に提出（29Ⅰ）
(ⅲ)所轄庁において閲覧（29Ⅱ）

商法第32条を準用（9Ⅳ①）

法

人

関

係

書

類

の

開

示

計算書類
等

定款等

裁判所の解散命令（9Ⅴ、商58）

規定なし

・次の書類を作成、主たる事務所に
備置（28Ⅰ）
①事業報告書
②財産目録
③貸借対照表
④収支計算書
・社員その他の利害関係人に対し閲
覧（28Ⅱ）
・年に1回、上記書類を所轄庁に提
出（29Ⅰ）
・所轄庁において上記書類につき閲
覧（29Ⅱ）

①定款
②社員名簿
③社員総会の議事録等
の備置（68Ⅰ）
・社員及び法人の債権者に対し閲
覧､謄本等の交付（68Ⅱ）

規定なし ・次の書類を作成し(281Ⅰ、281ノ3Ⅰ、商法特例法13Ⅰ、14Ⅱ)、本店
ほかに備置（282Ⅰ）
①貸借対照表
②損益計算書
③営業報告書
④利益の処分又は損失の処理に関する議案
⑤附属明細書
⑥監査報告書
・株主及び債権者に対し閲覧、謄本等の交付（282Ⅱ、商法特例法15）
（①(大会社は②も)については公告も実施（283Ⅳ、商法特例法16Ⅱ）
※一部の会社については有価証券報告書を作成､備置､公衆の縦覧
（証券取引法24､25）

規定なし ①定款
②株主名簿
③株主総会議事録等
を備置（263Ⅰ、244Ⅴ、253Ⅱ）、
株主等及び債権者に対し、閲覧、謄本等の交付（263Ⅱ、Ⅲ、244Ⅵ、
253Ⅱ）

・次の書類を作成し(43Ⅰ、Ⅲ）、
本店に備置(43ノ2Ⅰ）
①貸借対照表
②損益計算書
③営業報告書
④利益の処分または損失の処理
に関する議案
⑤附属明細書
⑥監査報告書
・社員・会社債権者に対し閲覧、
謄本等の交付（43ノ2Ⅱ、商
282Ⅱ）

①定款
②社員名簿
③社員総会議事録等
の備置（28Ⅰ、41、商244Ⅴ、商
253Ⅱ、42Ⅲ）
社員及び会社債権者に対し閲
覧、謄本等の交付（28Ⅲ、41、商
263Ⅱ、Ⅲ、商244Ⅵ、商253Ⅱ、
42Ⅲ）

※　上記のうち、株式会社については、委員会等設置会社を除く。

・（社団法人の場合）社員
名簿の備置（51Ⅱ）
※指導監督基準：
　①定款又は寄附行為
　②役員名簿
　③（社団法人の場合）社
員名簿
主たる事務所及び所管官
庁に備置（7（1）､（2））
※指導監督基準上、原則
として一般の閲覧（7（1）､
（2））

・財産目録の作成、事務
所に備置（51Ⅰ）
※指導監督基準：
　①事業報告書
　②収支計算書
　③正味財産増減計算書
　④貸借対照表
　⑤財産目録
　⑥事業計画書
　⑦収支予算書を作成、
主たる事務所及び所管官
庁に備置（7（1）､（2））
※指導監督基準上、原則
として一般の閲覧（7（1）､
（2））

・次の書類を作成し(59Ⅰ、60Ⅲ）、主
たる事務所ほかに備置(61Ⅰ)
①貸借対照表
②損益計算書
③事業報告書
④剰余金の処分又は損失の処理に
関する議案
⑤附属明細書
⑥監査報告書
・社員及び法人の債権者に対し閲
覧､謄本等の交付（61Ⅱ）


